
 

 

瀬戸市公共用物の管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。  

平成２８年１２月２６日 

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市条例第４５号 

瀬戸市公共用物の管理に関する条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市公共用物の管理に関する条例（平成５年瀬戸市条例第１４号）の

一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

別表第１（第７条関係） 別表第１（第７条関係） 

種類 単位 占用料 

電柱、電

話柱その

他これら

に類する

ものを設

置する場

合 

第１種電柱 １本１年

につき 

円 

８３０ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

第１種電話柱 ７４０ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

第３種電話柱 １，６００ 

その他の柱類 ７４ 

共架電線その他上空に設け

る線類を設置する場合 

長さ１メ

ートル１

年につき 

７ 

水管、下

水道管、

ガス管そ

の他これ

らに類す

るものを

設置する

外径が０．０７

メートル未満の

もの 

長さ１メ

ートル１

年につき 

３１ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

外径が０．１メ

ートル以上０．

１５メートル未

６７ 

種類 単位 占用料 

電柱、電

話柱その

他これら

に類する

ものを設

置する場

合 

第１種電柱 １本１年

につき 

円 

８４０ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

第１種電話柱 ７５０ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

第３種電話柱 １，７００ 

その他の柱類 ７５ 

共架電線その他上空に設け

る線類を設置する場合 

長さ１メ

ートル１

年につき 

８ 

水管、下

水道管、

ガス管そ

の他これ

らに類す

るものを

設置する

外径が０．０７

メートル未満の

もの 

長さ１メ

ートル１

年につき 

３２ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

外径が０．１メ

ートル以上０．

１５メートル未

６８ 



 

 

場合 満のもの 

外径が０．１５

メートル以上

０．２メートル

未満のもの 

８９ 

外径が０．２メ

ートル以上０．

３メートル未満

のもの 

１３０ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

外径が０．４メ

ートル以上０．

７メートル未満

のもの 

３１０ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

外径が１メート

ル以上のもの 

８９０ 

その他公共用物を占用する

場合 

＜省略＞ ＜省略＞ 

令第７条第４号に掲げる工

事用施設及び同条第５号に

掲げる工事用材料 

占用面積

１平方メ

ートル１

月につき 

２３０ 

 

場合 満のもの 

外径が０．１５

メートル以上

０．２メートル

未満のもの 

９０ 

外径が０．２メ

ートル以上０．

３メートル未満

のもの 

１４０ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

外径が０．４メ

ートル以上０．

７メートル未満

のもの 

３２０ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

外径が１メート

ル以上のもの 

９００ 

その他公共用物を占用する

場合 

 

 

 

 

＜省略＞ ＜省略＞ 

 

備考 備考 

１から６まで ＜省略＞ １から６まで ＜省略＞ 
  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。  

（占用料の特例）  

２ 平成２０年４月１日前に瀬戸市公共用物の管理に関する条例の一部を

改正する条例（平成１９年瀬戸市条例第３０号。以下「平成１９年改正

条例」という。）による改正前の瀬戸市公共用物の管理に関する条例の



 

 

規定により許可を受け、平成２９年４月１日において現に占用を継続し

ているその他公共用物（平成２８年度の占用料の額が、平成１９年改正

条例附則第３項の規定により、この条例による改正前の瀬戸市公共用物

の管理に関する条例別表第１の規定を適用して算定された占用料の額に

達しているものを除く。）を占用する場合の当該その他公共用物に係る

平成２９年度以後の各年度の占用料の額に関する平成１９年改正条例附

則第３項の規定の適用については、同項中「占用料の額（以下「新占用

料額」という。）」とあるのは「占用料の額」と、「、改正後別表の規

定にかかわらず」とあるのは「、瀬戸市公共用物の管理に関する条例の

一部を改正する条例（平成２８年瀬戸市条例第４５号）の規定による改

正後の瀬戸市公共用物の管理に関する条例別表第１（以下「平成２８年

改正別表」という。）の規定にかかわらず」とし、同項に次のただし書

を加える。  

  ただし、調整占用料額が、平成２８年改正別表の規定を適用して算定

された占用料の額（以下「新占用料額」という。）を超えることとなる

場合は、新占用料額とする。  


